
 

 

 

 

 

 

背  景 
 
石油危機以降、我が国では太陽熱エネルギー導入に大きな期待がかけられてきた。

しかし、80年代初頭には世界一の導入量を見せたものの、80年代後半以降、中国・
ドイツ・オーストリア等における急速な導入拡大とは対照的に（図 a）普及停滞を
続けており、その原因は明確になっていない。 
 
目  的 
 
太陽熱利用機器の普及がなぜこれまで停滞してきたかを明らかにすることで、今

後の省エネ技術の普及過程及びその促進施策に関する示唆を得る。 
 
主な成果 
 
文献調査・インタビュー調査により、普及停滞の要因について技術側面（基本機

能と経済性）、マーケティング側面（販売チャネルと製品の付加価値づくり）、政策

側面（支援政策の効果）の 3側面から分析し、次の要因を同定した（図 b）。 
① 必ずしも優れていない経済性： 太陽熱利用機器の給湯器としての基本的機能
には大きな問題はなく、利用者による評価は概して高いが、経済性は必ずしも

優れていない。最も熱単価の高い LPガスを節約する場合でも、投資回収には 6
～11年を要し、他の条件下では耐用年数内での投資回収が困難な場合がある。 

② 便利で快適な給湯システムとしての開発の遅れ： ガス・石油給湯器が 80年代
から「豊かなお湯生活」に向けて利便性・快適性を高める製品開発を進めてき

たのに対して、太陽熱利用機器はそのような開発が十分でなかった。併設する

ガス・石油給湯器との接合ができない、給湯圧が弱いといった問題があり、燃

費節約以外の魅力が訴求されてこなかった。 
③ 優れた競合技術の登場： 90年代末には、利便性・快適性における課題は解決
されたが、太陽光発電（PV）とエコキュートという優れた競合機器が登場した。
PVは環境性の面で強い訴求力を持ち、またエコキュートは特にオール電化住宅
市場において優れた経済性を有していることから、住宅メーカーや住設機器販

売店は、営業リソースを PVやエコキュートにシフトさせた。 
④ 効果的な支援政策の不在： 低利融資制度（1980～1996年）は、90年代以降の
低金利時代にはメリットが少なく利用率は低迷した。また導入補助事業（2002
～2006年）は、市場全体の 2割程度である強制循環型システムに対象が限定さ
れ、さらに利用率は 4～5割程度に留まった。 

 
今後の課題 
 
省エネ技術の普及を考える際には、技術の効率や経済性だけでなく、マーケティ

ングの側面にも留意していく必要がある。また、経済合理的と思われる省エネ投資
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を妨げている要因（省エネバリア）について、詳しく分析していく必要がある。 
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図 a 主要国における太陽熱利用機器の年設置面積の推移 
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要因① 必ずしも高くない経済性
●LPG代替の場合でも投資回収年数は約6～9年程度。
●他の条件下では耐用年数以内の投資回収が困難な場合がある。

要因④ 効果的な支援政策の不在
低利融資制度、補助金ともに、設置者にとってのメリットが小さく、
市場の大半を占める太陽熱温水器の普及拡大には効果的でなかった。

低利融資制度(1980-96) 補助金(2002-06)

（販売台数；万台）

太陽熱
温水器

ソーラーシステム

エコキュート

太陽光発電（PV）

要因② 便利で快適な
給湯システムとしての
開発の遅れ
（～90年代末）

●全自動給湯器との接続
問題、給湯圧不足など。
●燃費削減以外の魅力が
訴求されず。

要因③ 優れた競合技術の登場
（90年代末～）

●機器の利便性は向上したが、競合機器
PV・エコキュートが登場。環境性の訴求力
（PV）や経済性（エコキュート）の面で劣勢に。
●住宅メーカーや住設機器の販売店の営
業リソースがPV・エコキュートにシフトした。

 
図 b なぜ太陽熱利用機器の普及は停滞してきたか：4つの要因 
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